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筆 者はこの7年 間,環 太平洋地域10ケ国 ・地域 に関す る戦後期 間の連結計量
経 済モデルの構築 と分析 を主 な仕事 として行 ない,こ の2月 に 『環太平洋諸国
の興亡 と相互依存 一京大境 太平洋 モデルの構造 とシ ミュ レー シ.ヨン」(京都大
学学術 出版会)を 出版 した。 しか し,こ のモデルは各国間の連結 を簡便 にす る
ため各国モデルをすべ て(米 国のデ フレー ターで 実質化 した)ド ル ・ベ ースで
構築 してお り,そ のた めい くつかの ファク ト・ファイ ンデ ィングや傾向性 に関
.する主張 に対 し,研 究会 などで疑問 を呈されてい る。 とりわけ,資 本労働比率
の長期変動や マクロ収穫率 の各国差 はこの書物 において極 めて重要 な位置 を占
めてお り,各 国通貨 単位の再推計 による主張の再検討 が求め られ る。本稿 はそ
の ことを目的 とす る。
具体 的には,本 稿第1節 において,ま ず資本労働比率 の長期変動 を各 国通貨
.単位 の実質値 として再推計 し,長 期歴.史的なその低下→安定→上昇 とい った傾
向性 が確 認で きるか ど うか を検討す る。 また,続 く第2節 では,労 働 に対す る
資本の弾力性 を も考慮 に入れたマ クロ収穫率を新 しい各国通貨単位 のデー タか
ら再推計 す る。 そ して,最 後 の第3節 で はSolow-Koopmans-Barroの閉鎖 体
系に よるC。nvergenceモデ ルを用 いて資本係 数の定常均衡値 を新 レい各 国通
貨単位 のデー タか ら再推計す る。 この最後の推計 は,資 本係数 の長期 の変動方
向を見定めるこ とによって;マ クロ収穫率の支配的な傾 向を予測す るこ とに役




本節で はまず資本労働比率の長期変動 を各 国通貨単位 の実質値 として再推計
す る もので あるが,.しか しか とい って ドル ・ベースの時系列 に何 の意味 もない
わ けで はない。 なぜな ら,為 替 レー トに関す る購買力平価仮説 によれば,各 国
間の平均的 な貿易財の価格が均等 化す るよ うに為替 レー トが変動す ることにな
るか らであ り,そ の場合,為 替の変動 は各 国間の物財の質の相対的な変化 を反
映で きる直接的 なインデ ィケー ター として機能す る唯一の もの とな るか らであ
る。そ して,ま た国際的に移動 の 自由な財 と しての資本財 にはそのよ うな性格
が強い と考 えられ る。その意 味で,資 本財 のデフレーター としては,各 国の財
の平均値 として計算 され るGDPデ フ レー ターよ りも為替 レrト の方が よ りま
しなデフ レー ター と言えな くもないのであ る。 もちろん,こ うした購 買力平価
仮説的 な価格の均衡は毎期毎期 に完全 に実現す るものではな く短期 的な細か な
変動 までを説明で きるわけで はない。 しか し,長 期 には この仮説 が成立す る.と
考 えられ るか ら,わ れわれが 問題 とす るような長期変動 の分 析に とっては十分
であ る。 この点に関する限 り,ド ル ・ベー スでの評価に基本的な問題 はないと.
言 うことがで きる。
しか し,と はいえ,ド ル ・ペースの系列だ けでな く,.各国通貨 の系列 として
もこの変動の長期 的趨勢 を検討す ることには意味があるか ら,わ れわれが基礎
とす る デー タベー ス(京 大環 太 平 洋 デー タベー スhttp=〃pacific.econ.kyoto-
u.ac.jp/)のドル ・ベースの値を同 じデー タベースの為替 レー トや各国のGDP.
デ フ レー ターを使 って,各 国通貨単位の実質値(1995年基準)に 転換 した。あ
るいはまた,国 民経 済計算で.各国通貨建ての.各国実質資本 ス トックの値が得 ら
れ るものについては,そ の方が信頼性が高いのでその値 を採 用 した。そ して,
それ らの換 算の結果得 られた10ケ国 ・地域の資本労働比率 の趨勢 は次 の第1図
に よって示されている。














































































































国 を除 けばほぼ発展段 階の新 しい ものか ら並べ られている。そ して,そ こで は,
や は りフ ィリピンにおいては緩やか なが ら低下→安定 といった推 移がみ られ る
だ げでな く,そ れ以外 の国 ・地域 において も資本労働比率のボ トムが3ケ 国 ・
.地域 において も見いだされ ている。 グラフでは細かす ぎて確 認がむずか しいが,
イ ン ドネシアの57年,タ イの72年,台湾の58年,そ れに オース トラリアの62年
に資本労働 比率 のボ トムが観察 された。 これ らのボ トムはグ ラフ中に印が示 さ
れてい る。 また,こ れ らの グラフの うち,タ イ,マ レー シア,韓 国,中 国は主
に価格デー タの不足 か ら後半期 間のみ しか趨勢 を調べ ることがで きていないが,
それ は可能性 として前半期 間によ り明確 な下降傾向 を観察で きたか も知れ ない
ことを示 してい る。
したが っ1て,以上総 じて,わ れわれが小著で述べた資本労働 比率の長期変動
は必ず しも為替 レー ト変動 による もので はない。各国通貨単位 で も観察で きる
こ とが分か った。
11.資本係数とマクロ収穫率
ところで,以 上 に.見た資本労働比率 の長期変動 は 「S字型生産関数」を通 じ
.てマクロの収穫 率 と深い関係 を持つが,し か しそれ 自体では必ず しも後者 のマ
クロ収穫率 と直結す るもので はない。 そこで,本 節では小著第2章 の方法 に し
たが って,マ クロ収穫率 を より直接 に推計す るこ ととす る。
そ こで まず,マ クロ収穫率 を ここでは,資 本係数K/Y=`(κ は資本 ス トッ
ク,}7は生産 を表わす〉 によって測 る クルグマ ン論文(Krugman,1981)の方
法 を説明 してお きたい。 それ は,小 著 が国際 経済 関係 として のDivergence/.
Convergence問題 を論 じる際 にはこの論 文をベー スと してい るか らであ るが,
ここで この`がKの 関数で ある とす る と,〆>0な らマクロの資 本収穫率 は逓
減,〆<0な ら逓増 を意味す るこ とにな るか らであ る。 これは,〆>0の 時,K
の増大に したが ってK..一単位あた りの生産rが 徐 々に低下す ること,ま た 〆
<0の 時 はその逆 と.なるか らで ある。 そ して,今,.さ らに κ とLが コブ ・ダ
各国通貨単位の資本労働比率変動 とマクロ収穫率(97)97
グ ラ ス 型 生 産 関 数r=AK-LAの 形 で 生 産 γ に 寄 与 す る と す る と仮 定 す る と,`




ここで,η は(4ムの/(ゴ憩K),つ ま り資本増 に対す る労働増 の弾力性で あ り,
労働Lが 資本 κのあ る種の関数 とな っているこ とを前提 としている。つ ま り,
言い換え る と,η を含 む項は資本 κ の増大 が労働Lの 増 大→ 生産rの 増大 を
通 じて資本係数`を 変化 させ る。 こうした間接 的な経路 を も考慮 に入れて資本
Kの 収穫率 を評価 す ることの必 要 はFaini(1996)の移民 モデルに よって示 さ
れた ものである。
なお,こ の ηの値 に関 しては,.次の3つ の関係を指摘す ることが で きる。
まず第1に,c'=0と い う収穫率の 「逓増」 と 「逓減」 とを分 け る臨界値 は
n=n*=(1-a)/Sであ り,生 産関数 ア=、4KαLβにおいて α+S=1と な る時 に
は調度 この値は1と なる。
また第2に,我 々が想定 する収穫率 の 「逓増」か ら 「逓減」 への転換 とは,
この ηが臨界値 η*より大 きな値か ら小さ な値 に変化するこ とを意味す る。
さらに第3に,η の値 は資本労働 比率の傾 向的な上昇,あ るいは人口増加率
の傾向的 な低 下とともに一般的に低 下す る と考 えられ るか ら,我 々が前節で再
確認 した資本労働比率 に関する こうした歴 史的傾 向は収穫率 に関す る我 々の想
定 を支持す るこ とにな る。
したが って,'ここで残 された我 々の問題 とは この 〆 の値 を実 際 に計測す る
こととな る。が,後 の第3節 で の必 要か ら本稿 での生産関数推 計 は,α+β=1
を制 約 とおいて お り,そ の結 果,わ れ われの臨界値 η*は1と な る。また,年
次 デー タに よる(d〃L)/(dK/K)の計測,つ ま り ω〃L)/口型K)の 測定 は,や
や不 安 定 な動 きを示 す(4型 κ)の 値 の ス ムー シ ングの 必 要か ら,(ム肥 一、)/
(肱一 、)を指標 とす る ものに変 えた。前掲小著 における ドル ・ベー スの計測 に
98(98).第161巻 第1号









よ り,我 々の観測 デー タ(ム猛.1)/(㎜一・)とη*+{(1一η*)/(憩K一・)}との大小
関係 を調べ ることで収穫率 の逓増/逓 減問題 を判断す ることがで きる ことにな
る。 そ して,こ こで の η*は前 述 の よ うに ユとな るか ら,結 局,η*+{(17
η*)/(照一、)}=1。したが って,(〃L一、)/(雌一、)が1を上まわるか下回るかの
観測が,収 穫率の逓減/逓 増 問題 を決 めるこ と.になる。言 うまで もな く,上 回
る場合 には(1)式よ り〆く0と なって収穫逓増 を意 味す るこ ととなる。逆 は逆.
であ る。
そ こで,実 際に計 測を行 った結果 を検討 してみ よう。それ らは,次 の第1表
において示 されている。 それ による と,こ の値が1を 平均的に越 えている国は
フ ィリピン,全 体 として越 えてい る状態か ら下回 る状態に長期 に変化 している
と見 られ るのが オース トラリア と台湾。 さらに,イ ン ドネシアは60年代末 まで
の変動の大 きさが 目につ くものの50年代初期の高さに注 目すれば,こ れ もまた
1以上の状 態か ら1以 下 の状態 に転換 した もの と見 ることがで きよ う。 それ以
外の諸国 はほぼ平均 的に下 回っている。 したが6て,中 国を例外 として最 も発
展段階の低い フィリピンが一貫 して収穫逓増であ ること,そ れに続 くイ ン ドネ
シアと農業国の オース トラリアが逓増→逓減 と推移 している こと,そ して台湾
もまた例外 として扱 うと逓減が これ ら諸国では支配的である ことがわか る。
以上 よ り,小 著 の仮説で あった先進国か ら順の 「マ クロ収穫率」 の逓増か ら














































































































































































































































































































































































































































済 関 係 が 現 在convergenceを基 本 に 動 い て い る こ との 傍 証 と な る も の で あ る。
m資 本係数の定常均衡値 と収穫率
本稿 の最後 に,小 著第3章 で行 った定常均衡値 としての資本係 数の推計 を各
国通貨単位 のデー タで改めて してみたい。 これ は,Solow(:1956),Koopmans
(1965),Barro(1991>,Bauo&Sala-i-Martin(1992),Branchard&Fisher
(1989>などのモデルが明 らか とした以下 の均斉成長の実現 条件 を使 って資本
係数の定常均衡値 を求める とい うもので ある。す なわ ち,
∫'(κ)=P+4..(1)
ここで,ノ(κ)は一 人当 り資本ス トック.(資本労働比率)の 関数 と して定義 さ
れた一人当 りGDPで あ り,p,dはそれぞれ各国代表的個人の主観的割引 き率,
マ クロの平均減価償却率で ある。 この定式化は論者 によ り若干 の相違があ り,
例 えば,Branchard&Fisher(1989)では(1 式の右辺 に人 口成長率が登場 し
ている。 しか し,他 方,こ のモデ ルでは資本増加 に及ぼす減価償却の役割が無
視 されている点でわれわれのモデ ルの方が現実 的で あ り,人 口増加率 に関 して
も.各個人が 自分の子孫.全体 の効用 を(時 間で割引 きなが ら〉最大化す ると仮定
す るならば,効 用関数の形状 が変 化 してわれわれの よ うな結論が導かれ る。 こ
の後者 の ような効 用関数の設定 は 「王朝 モデル」 と呼ばれ るもので,Barro&
Sala-」一Martin(1992>で用 い られ℃いる もので ある。
以上の ようなモデルを前提 に本 稿で は各国通貨ベー スのデー タを用 いて定常
資本係 数 を計測 す るもので あるが,そ の計算方法は通貨ベースの相違 以外 に小
著のそれ と次 のよ うな違 いを持 ってい る。 とい うのは,小 著 の生産関数は韓 国,
台湾,タ イの3ケ 国 ・地域 を除いて総生産(γ 〉を被 説明変数 とす るコブ ・ダ
グラス型(y=AK%β)と な ってい るが,こ こで はな るべ く上 記 の(1)式に近
付 け るため に一人当 りGDPを 一 人当 り資本 ス トック(資 本労働比率)で 説明
す る とい う形 を採用 してい る。具体的 には,
∫㈹=Aκ α.
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と定式化 した』 これ は,言 うまで もな く,上 記 コプ ・ダグラス型生産 関数 にお
いて,α+β=1を 仮 定す るに等 しい。前節 で これ を仮定 したのは この理 由 に.
よ っている。
さ らに第2に,生 産関数推計の期間 について,本 稿で はチ ョウ検定}こよ り構
造 安定期 のみを特定 して行 ってい るとい う違いがある。膨大 な数 の方程 式群を
扱 う小著で はこのテス トを基本的 に行 えていない。 これ はその方程式群 を用 い
て今後30年の予測 を行 うとい う予 測型構造 方程式 モデルにとって,各 方程式 の
推計期 間が短 くな りす ぎることを嫌 った ことに もよって いる。 しか し,本 稿 の.
場合 は,生 産関数 推計 の 目的がパ ラメー ター αを求 め るこ とにだ けあ り,そ
の値 のみが定常資本係数の計 算に使わ れる。 したが って,な るべ く最:近時のか
つ安 定的な αの推 計が重 要 とな るので チ ョウ検 定 を通過 させ るこ とに した も
のであ る。 なお,生 産関数推定 の具体 的な手順 と結果 については本稿補給 を参
照 されたい。
また第3に,本 稿推計時 の減価償却率 はチ ョウ検定後の生産 関数 の推計期 間
の平均値を用いてい る。小著 において は減価償却 率は関数型で与 えられ てお り,
それを定常 資本係数 の推計 におい て も用いたが,本 稿 では外生変数 をゼロにす
るとい うモデル体.系上 の要請が ないので簡単 に平均値 を用 いでい る。 なお,各
国 ・地域の主観的割引 き率 ρを 「金利 一GDPデ フ レー ター」で推計す る際 に
用 いた金利 デー タは各国 ・地域 の市場利子率1>である。
そ こで,そ れで は実際 に(1)式を使 った定常資本係数の推計 に入 るが,そ の




1)日 本 は 日本 銀 行 「経 済 統 計 年 軸 の 全 国 銀 行 平 均 約 定 金利 ,韓 国 は短 期 貸 出 し金 利,台 湾 と イ
ン ドネ シ アはAsianDevelopmentBank(1995)の,℃ndep【,sit5,12months;タイ は 同資 料 の,
'Onloansanddiscounts
,commercialhille'を使 っ てい る。 そ れ ぞれ90年代 に入 って か らの 得 られ







これが長期 に定常均 衡値 として到達 され るはず の資本係 数の推 定値で ある。
そ して,次 の第2表 は この式 を使 って実際 に計測 された値 を示 した もので ある。
ここで は,生 産関数推計 で(0〈 α〈1の 制約 を満た さない とい う意味で〉不適




日 本. 1.89 2.34 124
韓 ・ 国 4.02 1.44 36
台 湾 8.23 1..72 2ユ
フ.イ リ ピ ン 8.62 3.40 39
イ ン ド ネ シ ア 4.74 2.44 51
それを前提 に した上で表 中の5ケ 国 ・地域 の結果 を見 る と,ま ず 日本の定常
資本係数 の低 さが 目につ く。 この一半 の原 因は各 国毎 に 「資本」の定義が異な
り2),各国比較 が直接 にできない ことにあるが,他 方で,.生産関数推 定によっ
て導かれ たパ ラメー ター αの値 が 日本 において極端 に小 さ く,そ の ことが 強
く原 因 してい る もの と思 われ る。 実際,日 本 のこのパ ラメー ターはチ ョウ検定
前 の段階で,()LS推定ではO.733837('値は30.06),誤差項 に1階 の 自己相関
.2)この点は小著APPENDIXIあるい1ま前掲京大環太平洋データベース参照。
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を仮定 した.コクラ ン ・オー カ ッ ト法推定 で は0.660149('値は17.79)であっ.
た ものが,チ ョウ検定 によ る期 間変更後 の0.260941('値は2.060)と極 端 に
変わ ってい る。(3)式による定常資本係数 の推定値 としては これだけで2～3
分の1に 縮小 して しまっている。他 の4ケ 国 ・地域のパ ラメー ター と比べ て も
日本のパ ラメー ターは過.小推計で ある可能性が強い。
したが って,日 本の計算結 果にはやや留保 しなが ら他国 ・地域 の結果 に注 目
す る と,こ れ は小 著第3章 での結果 と同 じよ うに,ま ず① 定常資本係 数が.各
.国 ・地域間でかな り違っていること,② 今,現 在 〔最:新デー タの1994年)の資
本係数の到達値 を定常均衡値で割 った値 を 「到達率」 とする と,そ れ は必ず し
も先発国において高いわけで はないこと,③ 日本を除いてす べての諸 国 ・地域
の定常均衡値が現実値 よ り大 きい ことがわか る。そ して,こ れ らの内,わ れわ
.れ に最 も重要なのは③ の特徴で ある。 なぜ なら,こ の特徴 は今後 の長期 の傾向
と して,資 本係 数(1▽}7)の上 昇が支配 的で あ ること,し たが って,本 稿 第2
節および小 著第1章 で クルグマ ンが定式化 した`が 上昇 を基調 に今後推移す る
ことを意味する。そ して,今,4κ 劔>0を 仮定す る限 り,こ れ は,
4・(K)=4・(K).亟>0
4'dK4'
よ り,〆>0を 意味す る。 これ は資 本収穫率の推移が 「逓減」 を基 本 とす るこ
とを意味す る。小著が現在 のConvergenceの基礎 においた逓 減的 な資本収 穫
率は こうして各 国通貨単位 のデー タで も実証す ることがで きた。
以上よ り,3つ の計測方法 のどれ によって も,小 著で前提 とした各国資本収
穫率の逓増 から逓減へ の傾向 的推移,あ るいは より一般 的な 「逓減」 の支配的
状 況が.各国通貨ベースで導 くことがで きた。.この意 味で,小 著 の分析的結果は,
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のOLS推 定,次 にAR1(誤 差項 の1階 の 自己相 関 を仮 定 した コ クラ ン ・
オーカ ッ ト法)推 定,そ してその後 に連続 チ ョウ検定 とい う手順で行 った。そ
れ によ ると,ま ず第3表 の左欄 に明 らかな ようにOLS推 定で はダー ビン ・ワ
トソン検定 にナ ベての諸 国 ・地域 がパスせず,右 欄 のよ うにすべ てAR1推 定
をす る必 要があ った。 この推 定では被説明変数がマ クロの一人 当 りGDPで あ
り,説 明変数が その一 人当 り資本 ス トック(資 本労働比 率),そ してその両変
数 とも対数 化されて いる。本 文 中の"α"に 対応す る係数 に.1を超 えている も
のがあ り問題で あ り,.その点で も推 計結 果 には問題が ある。






























































































な しと認め られた期 間の内,最 近年(わ れわれのデー タでは1994年ない し1995
年)に つ なが る後半期 の推計結果 のみ.を示 したのが次の第4表 である。ここで
は中国 とタ.イとオース トラリアの構造変化が全期間において認め られなか った
ので,第3表 の右欄 と同 じ方程式が示 されてい る。また,日 本 と台湾 とフ ィリ
ピンの ダー ビン ・ワ トソン比 が同期間のOLS推 定で も十分 パスで きたので そ
ち らの計 算 結果 を示 してい る。 な お,AR1で チ ョウ検 定 をす る場 合 に は
Giles&Scott(1992>が指摘 す るように1%:R1=β2を棄 却 しやす い傾 向があ
るので,有 意水準 を1%と 設定 してい る。 これは蓑谷(1996)にしたが ってい
る。
以上が生 産関数推定の基本的な手順であ る。ただ し,最 後 の第4表 で も米国,
中国,タ イ,マ レーシ ア,オ ー ス トラ リア にお いて推定 パ ラメー ター αが0
くα〈1の 条件 を満たさなか った。 このた め,本 文 第3節 で は他 の5ケ 国 ・地
域 のみの計算結果 を利用 してい るg
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